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１　Aさんにどのような支援ができるかアドバイスを考えましょう。
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2   グループで、話し合ったこと（ポイント）をメモしてください。
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3  グループで話し合って、気付いたことを書きましょう。
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＜内定取消ついて＞

　本件では、Ａ君とＹ社との間には有効に労働契約が成立していると考えられます（労働契約法第６条）。労働契約が有効に成立している以上、合理的理由のない一方的な内定取り消しはできません。

　ですので、Ｙ社はＡ君を雇用しているのと同じ措置、たとえば賃料の支払い義務等を負うことになります。

以上の知識を前提に、Ａ君は一度Ｙ社と話し合ってみることが可能です。

それでも、Ｙ社が雇用について誠意ある対応を採らなければ、Ａ君がＹ社の社員たる地位を有することを確認する訴訟を提起することも可能です（民事保全法第23条2項）。

＜内定辞退について＞

前述したとおり、採用内定によりにＡ君とＺ社との間にも労働契約が成立していることになります。

そこで、Ａ君から内定を辞退することは、期間の定めのない労働契約の解約ということになります（民法627条1項）。その結果、Ａ君とＺ社の雇用契約は、解約の申し入れの日から2週間を経過することにより終了することになります。

　

＜参考条文・判例＞

●労働契約法第６条

「労働契約は、労働者が使用者に使用されて労働し、使用者がこれに対して賃金を支払うことについて、労働者及び使用者が合意することによって成立する」

●大日本印刷事件判決

解約権を企業が行使する場合には「客観的に合理的と認められ、社会通念上相当と認められる」必要があるとしました。

●民法627条1項

「当事者が雇用の期間を定めなかったときは、各当事者は、いつでも解約の申入れをすることができる。この場合において、雇用は、解約の申入れの日から２週間を経過することによって終了する」
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2   グループで、話し合ったこと（ポイント）をメモしてください。
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3  グループで話し合って、気付いたことを書きましょう。
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＜弁償代10,000円の天引について＞
アルバイト等の従業員もその会社の構成員である以上、そのルールである就業規則に従わなければならないのが原則です。もっとも、法律に違反する就業規則はその部分が無効になるとされています。まず、給料からの天引は認められていません。

Ｂ君に責任があったとしても、給料から一方的に天引きすることは、労働基準法24条に違反します。また、「備品の破壊は、労働者が弁償する」などあらかじめ賠償額を決めておくことは、労働基準法16条に違反します。ですので、弁償代の取り決めた部分は、無効になります。

ただし、Ｂ君に故意、過失がある場合に、スーパーが損害賠償を請求すること自体は認められます。一方、仕事上のリスクをＡ君に全て負わせるのは不公平なので、裁判では、Ｂ君への責任が制限されます(実際に、箱を放置していたのは他の学生)。

結局、本件ではＢ君は、給料を全額受けとった後に、損害額を会社に支払うことになるでしょう。さらに、裁判になれば、この金額は減額されることになるでしょう。

なお、損害賠償とは別に企業の秩序に違反した労働者は、企業から懲戒処分として減給の制裁を受けることがあります。仮に、今回の事故が懲戒処分の対象になるのであれば、Ｂ君は、減給の制裁（１回の金額が平均賃金の１日分の半額を超えてはならない）（労働基準法91条）を受ける可能性はあります。

＜治療費について＞

Ｂ君はスーパーでの業務中に怪我をしましたので、労災保険の適用があると考えられます。治療費は自己負担にならないと考えられます。

＜参考条文＞

●労働基準法第89条 　

「常時十人以上の労働者を使用する使用者は、次に掲げる事項について就業規則を作成し、行政官庁に届け出なければならない。」
●労働基準法16条

　　「使用者は、労働契約の不履行について違約金を定め、又は損害賠償額を予定する契約をしてはならない」

●労働基準法91条

　「就業規則で、労働者に対して減給の制裁を定める場合においては、その減給は、一回の額が平均賃金の一日分の半額を超え、総額が一賃金支払期における賃金の総額の十分の一を超えてはならない。」
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本件では、ＣさんとＸ社との間には有効に労働契約が成立していると考えられます（労働契約法第６条）。
　労働契約が有効に成立している以上、合理的理由のない一方的な内定取り消しは無効になります。

具体的にどのような事情があれば合理的理由のない内定取消しといえるのかは裁判例も分かれており難しいところです。

一般論としては、新卒者の場合の成績不良による卒業延期、健康状態の（業務に堪えられないほどの）著しい悪化、（重要な経歴の詐称など）重大な虚偽申告の判明、（飲酒運転による死亡事故など）社会的に重大な事件による逮捕処分といったケースであれば、内定取消しに合理性が認められることが多いといえるでしょう。
ですので、内定通知の到達、誓約書の提出による労働契約の成立前に、「身元保証人を立ててほしいのと、内定者研修も受けてほしい。それと、正式に入社するまでアルバイトもしてほしい」との企業側の説明がなかった以上、仮にそれに従わず、内定が取り消されたとしても合理的理由のないものとして、無効になる可能性が高いでしょう。
とはいえ、今後あなたが入社される会社ですので、できるだけ企業側の意向に沿うことを考えてみてもよいと思われます。
どうしても、あなたの意に沿わないなら、企業側にしっかりと事情を説明し、話し合ってみることも可能です。
＜参考条文＞

●労働契約法第６条

「労働契約は、労働者が使用者に使用されて労働し、使用者がこれに対して賃金を支払うことについて、労働者及び使用者が合意することによって成立する。」

●身元保証に関する法律

身元保証に関する法律についてのポイントを知っておきましょう。

１　一部の例外を除いて上限は３年

２　労働者の行為によって身元保証人の責任が発生しそうなときや、労働者の任務などの変更によって身元保証人の責任が重くなる場合には、企業から身元保証人に通知する必要がある。また、身元保証人にはそれを理由に、以降の契約を解除できる。

３　保証すべき金額は、裁判所が決定する

などの規定があり、これに反する契約は無効になります。

なお、身元保証契約は、労働契約とは別個のものであり必ずしも必要なものではありません。
就労相談ケーススタディ・ワークシート

[image: image16]
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使用者には、労働者の募集に際し、求人票に労働条件の明示義務が課せられています（職
業安定法第5条）。 　

求人票の内容は、使用者が「このような条件で雇いたい」と不特定多数の求職者に示す
労働条件であって、個々の労働者に対応するものではありません。

面接や採用試験の結果を考慮して、給与等の条件を両者で話し合って決めることもあります。

ですので、求人票と労働条件通知書の労働条件が違う場合も考えられます。

したがいまして、「基本給16万～18万」とか「総給与見込額18万～21万」など金額が確定していない表示部分は、個々の場合に変化する可能性を示しているのであり、「○万～○万」といった範囲が保証されていると考えられます

また、企業の説明会で求人票の金額と異なる説明を受けた場合も、説明会での金額が企業にとっての条件であり、それが正しい金額と考えられます。
労働契約は雇用側からの一方的なものではなく、双方が納得できる内容で結ぶものですので、条件を明示されて納得がいかなければ、雇用契約を結ばないか、或いは希望の条件になるように交渉することが出来ます。
　交渉の結果、どうしても納得のいく条件にならなければ入社をやめることも一つの選択肢として考えられます。

＜参考条文＞

●職業安定法第5条の3第1項

「公共職業安定所及び職業紹介事業者、労働者の募集を行う者及び募集受託者（第三十九条に規定する募集受託者をいう。）並びに労働者供給事業者（次条において「公共職業安定所等」という。）は、それぞれ、職業紹介、労働者の募集又は労働者供給に当たり、求職者、募集に応じて労働者になろうとする者又は供給される労働者に対し、その者が従事すべき業務の内容及び賃金、労働時間その他の労働条件を明示しなければならない。」
●労働基準法第15条 　

１　使用者は、労働契約の締結に際し、労働者に対して賃金、労働時間その他の労働条件を明示しなければならない。この場合において、賃金及び労働時間に関する事項その他の厚生労働省令で定める事項については、厚生労働省令で定める方法により明示しなければならない。

２　前項の規定によって明示された労働条件が事実と相違する場合においては、労働者は、即時に労働契約を解除することができる。

３　前項の場合、就業のために住居を変更した労働者が、契約解除の日から十四日以内に帰郷する場合においては、使用者は、必要な旅費を負担しなければならない。
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本件では、Ａ君とＷ社との間には有効に労働契約が成立していると考えられます（労働契約法第６条）。

内定辞退の場合は、Ｅ君は、2週間の予告期間を置いたうえで内定辞退をすれば、有効に労働契約を解約できます（民法627条第1項）。

ですので、本件ではＥ君は、入社日、およそ半年前に内定辞退をしていますので、2週間後に労働契約の解約の効力が生じます。

そして、内定辞退が２週間の予告期間を置かないような入社の直前ではありませんので、通常、損害が会社に生じることはありません。また、研修はＥ君がいても、いなくても、行われたと考えられますので、研修費用について会社に損害が発生するとは考えにくいでしょう。研修費用10万円をＥ君はＷ社に支払う必要は通常ないと考えられます。

Ｅ君は、研修費を支払わずに内定の辞退をすることが出来るといえるでしょう。

＜参考条文＞

●労働契約法第６条　

「労働契約は、労働者が使用者に使用されて労働し、使用者がこれに対して賃金を支払うことについて、労働者及び使用者が合意することによって成立する。」

●民法627条1項　

「当事者が雇用の期間を定めなかったときは、各当事者は、いつでも解約の申入れをすることができる。この場合において、雇用は、解約の申入れの日から２週間を経過することによって終了する。」

●民法415条
「債務者がその債務の本旨に従った履行をしないときは、債権者は、これによって生じた損害の賠償を請求することができる。債務者の責めに帰すべき事由によって履行をすることができなくなったときも、同様とする。」
●民法第709条

「故意又は過失によって他人の権利又は法律上保護される利益を侵害した者は、これによって生じた損害を賠償する責任を負う。」
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１　Ｆさんにどのような支援ができるかアドバイスを考えましょう。
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2   グループで、話し合ったこと（ポイント）をメモしてください。
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国の就職支援制度には様々なものがありますので、代表的な制度をご説明します。

新卒インターンシップとは、就職先の見つからなかった新卒者に対して職場体験を行う制度をいいます。これに参加する学生に対しては、日給7000円が支給されることになります。

新卒者にとってのメリットは、国の補助金を得て行われる職場体験のため、次の仕事までの間に就職活動に有用な経験をできる可能性があります。

また、新卒インターンシップの際に、受け入れ企業へのアピールに成功すれば正式採用につながる可能性もあります。

一方、デメリットとしては、インターンシップは雇用契約が発生しないことが挙げられます。そのため、労働者保護のための労働法が適用されず、トラブルに巻き込まれたときに新卒者が不利な立場におかれてしまう可能性があります。

また、訓練の内容は国への報告が義務付けられている一方で、管理体制は不十分であるため実効性に欠ける可能性も否定できません。

さらに、採用に関しても採否に関する基準はなく、アピールの努力が報われる保障もありません。

次に、トライアル雇用とは、まず労働者と会社が3ヶ月以内の有期雇用契約を結びます。

その後、契約期間が終了した際に会社が労働者を採用したい場合には正社員として採用するという制度です。

トライアル雇用のメリットとして、雇われる新卒者にとっては、「試し」ですが雇われる可能性が出ることと、その機会の就労の体験ができるというメリットが考えられます。トライアル雇用の期間中には新卒者にとって意義のある就労経験となるように、就労の内容を使用者は工夫することになっています。

一方、トライアル雇用はやはり「お試し」ですので、トライアル雇用期間の終了と同時にそのまま解雇されてしまうことも有り得ます。解雇する場合の明確なルールなどが存在しないため、期間満了後の新卒者の地位が不安定になる可能性があります。

また、国が就労体験の内容に関して報告書の提出には義務付けているものの、実際に有意義な取り組みが行われているどうかは審査されていないのが現実のようです。

また、他の国の就職支援として、新卒応援ハローワークがあります。ハローワークで、エントリーシート・履歴書の作成相談や面接指導、就職フェアや各種セミナーを開催しています。また、若者の採用・育成に積極的な企業を紹介しています。

以上のように、若者の就職支援のための制度がたくさんありますので、諦めずに頑張りましょう。
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国民年金は、原則として20歳以上の全国民が強制的に加入する年金制度です（国民年金法第7条1項1号）。

ですので、入社前でも、Ｇさんは20歳になった時点で国民年金に加入し、保険料を支払う義務があります（国民年金法第88条）。きちんと全額、国民保険料を支払うように心がけましょう。

　国民保険は、納付金額により将来の国民保険の貰える金額が変化することになります。その意味でも、過去の不払い分も含めて、きちんと支払っていくほうが良いと考えます。なお、支払期限が過ぎたとしても、厚生年金事務所に相談すれば、過去の不払い分の保険料の納付書を発行してくれます。さらに、Ｖ社に入社し、民間のサラリーマンになるであろうＡさんは国民年金（基礎年金）の上に、厚生年金保険にも加入することになります（厚生年金保険法第9条）。

Ｇさんが過去に払った1年分の国民年金保険料は、将来の年金給付において算定基礎額に含まれます。ですので、不払い分も含めて、今後も国民年金保険料を支払いましょう。また、厚生年金保険は事業者がＧさんの給料から差し引いて国に納めてくれますので、Ｇさんが何か特別な手続きをする必要はありません。

なお、例外として、学生納付の特例として全額免除の規定があります（国民年金法第90条の３）。この特例による免除申請をすれば、学生は20歳になっても社会人になるまでは国民保険料が免除され、納付をしなくても良いことになります。

＜参考条文＞

●憲法第25条2項
「国は、すべての生活部面について、社会福祉、社会保障及び公衆衛生の向上及び増進に努めなければならない。 」

●国民年金法　第7条1号国民年金法第1条

「国民年金制度は、日本国憲法第25条第2項 に規定する理念に基き、老齢、障害又は死亡によって国民生活の安定がそこなわれることを国民の共同連帯によって防止し、もって健全な国民生活の維持及び向上に寄与することを目的とする。」 

「次の各号のいずれかに該当する者は、国民年金の被保険者とする。

日本国内に住所を有する二十歳以上六十歳未満の者であって次号及び第三号のいずれにも該当しないもの（被用者年金各法に基づく老齢又は退職を支給事由とする年金たる給付その他の老齢又は退職を支給事由とする給付であって政令で定めるもの（以下「被用者年金各法に基づく老齢給付等」という。）を受けることができる者を除く。以下「第一号被保険者」という。）」

●国民年金法第88条第1号
　「被保険者は、保険料を納付しなければならない。」

●国民年金法第90条の３第1項

「次の各号のいずれかに該当する学生等である被保険者又は学生等であつた被保険者等から申請があつたときは、厚生労働大臣は、その指定する期間（学生等である期間又は学生等であつた期間に限る。）に係る保険料につき、既に納付されたもの及び第93条第1項の規定により前納されたものを除き、これを納付することを要しないものとし、申請のあつた日以後、当該保険料に係る期間を第5条第4項に規定する保険料全額免除期間（第94条第1項の規定により追納が行われた場合にあっては、当該追納に係る期間を除く。）に算入することができる。」

以上
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Ｃ－３資料①





＜ケース１＞


就職活動中の大学４年生Aと申します。１月前に第１志望の企業Ｙ社から採用内定通知を貰いました。そこで、私は早速Ｙ社に「卒業の上は必ず貴社に入社します。」といった趣旨の誓約書を提出しました。同じころに第２志望の企業Ｚ社から誓約書と採用内定通知が送られてきました。第１志望以外に入社するつもりはなかったのですが、念のために誓約書を提出しました。ところが、数日前に企業Ｙ社から「内定を取消し」の電話をもらいました。色々と考えたのですが、内定取消しが納得できないのと、第２志望の企業にはやはり入社したくないと思います。どうすればよろしいでしょうか。





＜ケース２＞


　大学の３年生のＢと申します。近所のスーパーで週末にアルバイトをしています。先日、他のアルバイトの学生が放置してあった箱につまずいて転んでしまい、お店の備品を壊してしまい、さらに自分も足くびを捻挫してしまいました。お店のルール（就業規則）では、備品を壊すと１回10,000円が「弁償代」として給料から差し引かれることになっています。足首の治療のために通院しています。弁償代として10,000円を支払う必要がありますか？また、治療費は自己負担になりますか？





＜ケース３＞　


　大学４年生のＣと申します。先日、Ｘ会社から内定通知が送られてきて、誓約書も提出してホットしていました。そうしたら昨日、担当者の方から電話がありました。「身元保証人を立ててほしいのと、内定者研修も受けてほしい。それと、正式に入社するまでアルバイトもしてほしい」ということです。これらの事項に関する説明は昨日はじめて聞きました。ですので、卒業までの自分の計画もあり、急に色々なことを言われて困っています。言うとおりにやらないと内定が取り消されてしまいますか？





＜ケース４＞


大学３年生のＤと申します。先週から就職活動をはじめて、会社の求人票に目を通しています。そうすると「基本給16万～18万」とか「総給与見込額18万～21万」など金額が確定していない表示が多くあります。求人票の内容はどこまで保証されるのでしょうか？また、ある企業の説明会にでたら、求人票の金額と異なる説明を受けました。どちらの金額が正しいのでしょうか？





＜ケース５＞　


大学生４年生のＥと申します。4年生の春に、Ｗ会社から内定をもらい、現在、内定者研修を受けています。ところが、その過程で、Ｗ社の実態が分かり、Ｗ会社の将来に不安を感じるようになりました。色々考えましたが、内定を辞退することにして、4年生の10月にその旨を採用担当者に伝えました。そうしたら「研修費用として10万支払いなさい。そうしないと内定辞退は認めない」といわれました。どうしたらよいでしょうか？





＜ケース６＞


大学４年生のＦと申します。50を超える企業の選考を受けましたが、未だに１社からも内定がもらえません。友人に相談したら、「新卒インターンシップとかトライアル雇用などの、国の就職活動の支援制度がある。」と言っていました。国の就職支援制度について教えて頂きたいです。またこれらの制度を利用するメリットやデメリットについても教えて下さい。





＜ケース７＞　　


　大学４年生のＧと申します。年金のことで相談があります。20歳になって国民年金に加入して１年間は、保険料の支払いを続けましたが、その後は支払っていません。不払いは１年以上になります。先日、第１志望のＶ会社から内定通知が届きました。入社すれば、厚生年金に加入することになります。その場合、１年間支払っていた国民年金はどうなりますか？今から何かするべきことはありますか？








